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１ 同和問題に関する基本認識 

 昭和 40年の同和対策審議会答申（同対審答申）は、同和問題の解決は国の責務であると同時に国民的課

題であると指摘している。その精神を踏まえて、今後とも、国や地方公共団体はもとより、国民の一人一

人が同和問題の解決に向けて主体的に努力していかなければならない。そのためには、基本的人権を保障

された国民一人一人が、自分自身の課題として、同和問題を人権問題という本質から捉え、解決に向けて

努力する必要がある。 

 同和問題は過去の課題ではない。この問題の解決に向けた今後の取組みを人権にかかわるあらゆる問題

の解決につなげていくという、広がりをもった現実の課題である。そのような観点から、これまでの成果

を土台とし、従来の取組みの反省を踏まえ、未来に向けた新たな方向性を見極めるべき時に差しかかって

いると言えよう。 

 

２ 同和問題解決への取組みの経緯と現状 

（２）現状と課題 

  ② これまでの成果と今後の主な課題 

 同和問題の解決に向けた今後の主要な課題は､依然として存在している差別意識の解消、人権侵

害による被害の救済等の対応、教育、就労、産業等の面でなお存在している較差の是正、差別意識

を生む新たな要因を克服するための施策の適正化であると考えられる。これらの課題については、

その背景に関して十分な分析を行い、適切な施策が講じられる必要がある。 

 

３ 同和問題解決への展望 

（２）今後の施策の基本的な方向 

 同対審答申は､「部落差別が現存するかぎりこの行政は積極的に推進されなければならない」と指摘

しており、特別対策の終了、すなわち一般対策への移行が、同和問題の早期解決を目指す取組みの放

棄を意味するものでないことは言うまでもない｡一般対策移行後は、従来にも増して、行政が基本的人

権の尊重という目標をしっかりと見据え、一部に立ち遅れのあることも視野に入れながら、地域の状

況や事業の必要性の的確な把握に努め、真摯に施策を実施していく主体的な姿勢が求められる。 

 

４ 今後の重点施策の方向 

（１）差別意識の解消に向けた教育及び啓発の推進 

  ① 基本的な考え方 

 今後、差別意識の解消を図るに当たっては、これまでの同和教育や啓発活動の中で積み上げられ

てきた成果とこれまでの手法への評価を踏まえ、すべての人の基本的人権を尊重していくための人

権教育､人権啓発として発展的に再構築すべきと考えられる。その中で、同和問題を人権問題の重要

な柱として捉え、この問題に固有の経緯等を十分に認識しつつ、国際的な潮流とその取組みを踏ま

えて積極的に推進すべきである。 


